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減価償却法にたし、するペイトンの見解

菅原秀人

I はしがき

有形爵定資産の減価償却法としては周知のように定額法，定率法，生産高

比例法などがあるが，これら諸方法にたいする w. .A. Paton の見解を考

察するのが本稿の目的である。

なお，本稿はとくに彼の著書 Essentialsof Accounting (1st ed. 1938)， 

Advanced Accounting (1941)， Asset Accounting (1952) および A.C. Li-

ttletonとの共著 AnIntroduction to Corporate Accounting Standards 

(1940) ならびにR.L. Lixon との共著 Essentialsof Accounting (1958) 

による(1)。

注)(1) これらの箸護名は，以下たんにつぎの絡号によって示す。

(喜善義名)略 号〉

Essentials of Accounting Essentials 

Advanced Accounting Advanced 

Asset Accounting Asset 

An Introduction to Corporate Accounting Standards lntroduction 

Essentials of Accounting (R. L. Dixonとの共著 Dixon

H 定額法

まず Patonの定額法にたいする見解からみていくことにしよう ω。

彼によれば，定額法は最も単純な減価償却法であって，アメリカでは，っ

とじ広く採用されていると L、う O この方法においては，時の経過とともに均
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ーの償却額が計上されることになり，要償却額がその酎周年数間，毎期一定

率(要償却額にたいして〉で減額されることになる∞。

この償却法の根拠は，減耗は時間の経過とともに生じ，そして多くの場

合，物的損耗をもたらす要因の少なくともいくつかは，実際に継続している

とL、う事実に求められているO たとえば鋳鉄製水道管の損耗は送水量の増減

によって影響をうけることはないし，また 1日のうちのどの時間とか 1

のうちのどの季節とかに関係なく進行するものであるO 要するに，定額法が

支持されるのは，減価は時間の経過とともに生ずるとLづ事実にもとづくの

であって，或る種の資産の減価はその使用強度と関係をもたない，とされ

る∞。

ところで，この点は後述の生産高比例法の支持者から批判されるところで

あるが Patonによれば，減価償却法として最も単純な方法である定額法

が広く普及している淫由は，同法の観念および計算の単純さ，ならびに一般

に減価撲却をおこなう場合にこれに代る，より満足すべき方法が案出さわしな

かったことにこれを求めることができる，とされるω。

さて Paton も述べているように定額法は広く普及している減価償却法

であるが，これにたいしては幾つかの反論がみられるのである。 Paton に

よれば最も主要な反論はつぎのとおりである。

まず第一は，定額法によれば残存投資額にたし、する利益率が上昇するとい

う欠点がみられることであるO たとえば，取得価額2，000ドルの漁船の耐用

年数を6年，残存価額を400ドノレとすれば，減価償却費は年額320ドルとな

るO この場合，見積り収益を1，100ドノレ，費用(減価償却費をのぞく〉を700

ドルとすれば，定額法の利益率に及ぼす影響は第 1表のごとくである。

この表によって知られるように， 定額法によれば利益率は第l年度には

4.35%であるものが第5年度には 14.29%にまで上昇することになるO これ

はあきらかに当該固定資産(し、まの例では漁船〉の歴史を合連的に物語って

はいない，と Patonはし、う O 何故ならば，企業の所有する資産は，ふつう

年の経過とともに残存投資額 1ドルにつき，より多くの純利益を稼得する能
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第 1~受

年
投資額 I収益

1，840 1，100 

2 1，520 l，10O 320 700 1，020 80 5.26 

3 1，200 1， 100 320 700 1，020 80 6.67 

4 880 1，100 320 700 1，020 80 9.09 

5 560 1，100 320 700 1，020 80 14.29 

※ 王子均投資額は甥首および期末の正味簿価の平均値である。

カを示してはいないからである。この点は逓増法の支持者から批判されると

ころである問。

第2には実務的綴点から最も軍要視されるものであるとして Patonは，

定額法においては年月の経過にともなってしばしば生ずる経済的意味におけ

る生産性の低下が考麗されていないことをあげ，とくに専門化機械について

然りであると Lづ。かかる機械は年とともに能率が低下し，より多額の維持

費きと必要とし， しかも使用されない時間が次第に長くなるものであるから，

能率低下と収益力の減退を確信をもって予言できる場合には，たしかに定額

法の放楽にたし、する立派な理lIliJ~成立する，と L、う O すなわち，かかる場合

には定額法をもってしては費用・収益の合理的対応が不可能となるしまた

課税上および財務管理上も危険をともなうというのである。

この点は逓減法の支持者から批判されるころであるω。

第3に，定額法が非現実的であるとして批判される場合の論拠として，同

法が固定資産の操業度もしくは使用強度を無視していることがあげられる，

としづ。たとえば，工場設備の運転が3交替の年度は，それが1交替に低下

した年度よりもより多くの用役を提供しているわけであるから，当然，前者

の年度にはより多くの償却費の計上が正当視される。また生産性の変動がは

げしい場合には，定額法によれば用役 1単位あたりの減価捜部費は国定的で

はなくて変動的性質をおびることになるO
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この点は生産高比例法の支持者から批判されるところである〈730

さて，定額法は毎期均等額の減価償却費を計上する償却法であり， この均

等額讃却にたL、する主要な反論は前述のごとくであるが， Patonによれば，

それらの批判は実務的見地からは， つぎの事実によって減殺される， とL、

うO すなわち，典型的な工業会社の資産はただ 1慣ということはなく， むし

ろ酎周年数を異にする多数の単位からなるものであるし さらにまた前記第

1の批判の前提になっている収益，費用一定の仮定は，ほとんど現実的とは

いえない条件を導入するものであるO 何故ならば，多くの資産にとってば，

利益は収謹の低下，費用の増大によって年々減少するものだからであるω。

ただしかし，操業が船船，橋， 駅舎のような大きな単位の償却性資産の使用

に集中している場合には， 前記批判は有効である， とL、ぅ (9)。要するに，

Patonよれば， たいていの場合，定額法によって減価償却費を計算すること

が「生産活動にもとづく原{関西日分法 (productionstandard) のー形式J(10) 

として容認しうるし， また好ましい(1lJ とされるのであるO

注)包)定額法にたいする Patonの呼びかたは straight-linemethod (芯ssentials)，

straight-line procedure (Introduction)， straight-line apportionment (Advanced， 

Asset)， uniform-charge method (Dixon) となってし、る。

(2) Essentials， p. 555. Advanced， p. 280. Asset， p. 268. Dixon， p. 436. 

(3) Es悶lt日ls，p. 556. Advanced， p. 281. A田et，p. 269. 

もっとも，彼は，物的摩損が使用強度や運転事情の変化によって議長饗をうける

場合も少なくないことを認めている。たとえば，電力モーターの寿命は遼転時間

の長ざと関係があるわけである (Essentials，p. 557)。

(4) Advanced， p. 281. Dixon， p. 436. 

(5) 

勿)

(の
(8) 

(9) 

国税庁の刊行物によれば，定額法は「管理上のぞましし、」とされ，また「し、わ

ゆる科学的諸法とおなじ程度に現実の減飯償却費含見積る方法Jとして擁護さ
れている，という (Advanced，p. 281)。

Essentials， p. 557. Advanced， p. 281. Asset， p. 270. 

Asset， p. 270. 

Dixon， p・437.

Essentials， pp. 557~8. Advanced， p. 281. 

Advanced， p. 281. 
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締 Introduction， p. 85.中島省吾訳，改訳会社会計基準序説， 1962年， 141頁。

帥 Introduction，p. 85. 

現逓減法

Paton によれば， 逓減法のうちでは定率法が最も古くから， かつ最もよ

く知られている方法のつであるω，という。

定率法は各期首の正味簿価に一定率を予定じて各期の減価償却聾を計算する

方法であるO この方法は理論的には当該回定資産について残存価額を前提と

するものであるが，その理由は，継続的逓減残高にたいして，つぎの算式に

よって算出される一定率を乗ずる計算法であるので，残存価額をゼロとする

ことができないからである。

償却ネヰI-JEF直撃L
V 取得{阪額

※ 11・-附周年数

いまA機械の取得額10，000ドル，残存儲額256ドル，耐用年数4年とすれ

;王，償却率は60%となるO したがって年々の償却額はつぎのとおりである

(第2表)。

第 2表

年 i未償却残高|減価償却費ip問書
「ノレ

1 10，000 6，000 6，000 

2 4，000 2，400 8，400 

3 1，600 960 9，360 

4 640 384 9，744 

※ 残存価額256ドノレ

この場合には要償却額の

約62%相当額が第 1年目に

同じく約25%相当額が第2

年目に計上され，わずか13

Z相当額が残りの 2年間に

計上されることとなる∞。

このように年々計上され

る減価償却費が逓減すると

ころに定率法の特徴がみられるのであるが Patonによれば，かかる減価

償却法がときに支持されるのは，当該間定資産について年々増大する維持費

と，逆に減少する減価損却費とを合算すれば，合理的な期間費用がえられる
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という点、にその論拠が求められるのである帥，とされるO しかし彼は，維

持費は年々増大する傾向にあり，これが正味生産性減退の一国であるω，と

しながらも，かかる傾向が怒意的手続の採用による減価償却費の減少に照応

するとL、う論拠はないこと∞，また，もし工場設備の原価が注意ぶかく分類

されるならば，伝統的維持費の大部分は減価償却されることになるω，とし

て，一般的にはこの方法の採用にたいして反対の立場をとっている。

Patonにあっては，定率法は工場設備原価の大部分を卒期に計上しようと

する，高度に務意的な手続であって，アメリカの会計実務ではほとんど採用さ

れていない (7) として，定率法のもつ添意的性格を強く非難するのであるO

そして同法の不合理性は，さきの例示でもあきらかなように，とくに残存価

額が小額であって，しかも樹周年数が比較的短い場合にみられる (8にとす

るO ただし，工場設備はしばしば耐用年数の後期において能率の減退をきた

すし，古い機械は損傷額，非稼働時間および修繕費において，新しい機械よ

りもはるかに条件が悪いことがあるO またある場合には，生産性の低下のた

めに，重要性の低い機能への格下げもおこなわれるO たとえば，新しい機関

事は一流列率のけん引に使われるのに，古い機関車は列車の入替え用とか緊

急用としてしか使用されないことがある。また近接地にありながら，古いビ

ルの穣得する賃貸料は新しいピノレのそれよりも少ないこともあるわけであっ

て，このような場合，年とともに有用性が減退する傾向にある一一一それがど

のような形態をとろうとも一ーということが定率法にたし、するかなり強い支

持となっているくの， と彼はし、ぅ O

逓減法としては，定率法のほかになお幾つかの方法があげられるO その 1

つは指数法(10) であるO 言tr記定率法は後述の複利逓減法とともに，その計算

が煩雑であるために，これらにたし、する理論的反論はおくとしても，実務上

の問題として考藤すべきことが残されている。そこで多くの仮定と複雑な計

算をおこなわずして同様の効果をあげうる，大ざっぱな手続が要求されるこ

とになるのであって，指数法はその lつである(11)と Patonはいう O

この方法によれば，いま仮に見積り耐用年数を5年とした場合，毎期の償
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4 3 2 1 、
却率は 一一一一一一一一ーとなるく 230

1+2+3十4十5(出15)， 15' 15' 15' 15 

方法においては，一般に使用強度にも生産性にも関連をもたない減価償却費

を計上することになるが，しかし採用が容易であり，かつ定率法のように残

存価額の仮定を必要とはしないのであるくω

逓減法に属する第3の減価償却法として Patonは定額法償却率の倍率償

却法をあげているO すなわち，指数法よりも一層魅力的な方法は定額法によ

る償却率を倍率に修正して，これを各期首の正味簿価に乗ずる減倍償却法で

ある，とされるO たとえば，回定資産原価 1，000ドノレ，耐用年数5年の場合

には‘償却率は40%で毎期の償却額は第3衰のようになるO

第 3表

年 簿 価 減儲償却率 減価償却費 菰累価償却費計

ドノレ % α ドノレ ドノレ
1 1，000.00 40 400.00 400.00 

2 600.00 40 240.00 640.00 

3 360.00 40 144.00 784.00 

4 216.00 40 86.40 870.40 

5 129.00 40 51.84 922.24 

この方法は定率法と同様，未償却額をゼロとすることがなく，また耐用年

数の終末期における未償却残高は減価償却開始時における残存価額の見積り

と一致することはないであろう。しかしこの欠点は 1期もしくは数期の計算

の修正によって捺去できるのであるO たとえば，残存価額の見穣り額をゼロ

とすれば¥最後の 2年間の讃却費をともに 108ドノレとすることによって閤定

資産原価の全額を償却できることとなるO またもし残存儲額を50ドノレと見積

れば，第5年度の償却費は5l.84ドルでなく 79.60ドルとなって，思定資産原舘

の950ドノレが償却費累計となるのである (4)0 Patonは，この方法によれば最

終年度の見積り残存価額の正確性を期待しえないけれども，定額法から逓減

法への移行にさいして満足すべき実務的手段となる，とL、ぅ O さらに見積り

残存価額の修正もしくは定額法の倍率の若干の修正によって正確な減価償却
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が可能となる(15にともいう O

逓減法に属する第4の減価償却法として Patonは固定資産の要償却額

を2分し，その一方についてはより短いini十周年数を適用する方法をあげてい

る。たとえば，取得{部額 11，000ドル，残存価額1警000ドル，耐用年数5年の

機械について，要償却額10，000ドノレのうち6，000ドルを 2年間，残りの4，000

ドルを 5年間で償却するとすれば，定額法の適用による毎期の撲却費は第4

表のとおりであるO

第 4表 (単位ドル) 第5表 〔単位ドル〕

年 i正味簿価l減価償却費lp償却害 年 |賃貸料

「:jjil;:jilli 5，000 

2 2，999 

3 2，000 

4 1，300 

5 1，800 800 10，000 

※ 残存価額1，000ドノレ

Patonによれば， この償却法は近年かなり注話されるようになってき

アこ(16)といわれる O

逓減法に揮する減鏑償却法として Patonはさらに利子を加味した逓減

法をあげている。彼によれば，逓減法は広く採用されてはいないけれども，

近年，課税上の減価償却控除の自由化への一つの試みとして，利子を加味し

た減額償却法に再び、関心がもたれるようになった(17) という O そして，国

定資産の要償却額をもって，継続的に減退する収益の現在価値と考えるなら

ば，複利法 (interestprocedure)は逓減法となる，とL、う。たとえば，取得

価額1，000ドノレ，残存価額256ドル，耐用年数4年の機械が，毎期第5表に記

された金額で、賃貸され，当該金額は期末に入金になるものとするO

さらに，当該機械の操業にかんする一切の費用は維持費，保険料，租税を

もふくめて情り手が支払うものとするO

以上の仮定の場合には， 9，744ドルが毎期の賃貸額の， 8%の利率による
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5，000ドノl-X O. 92592593口 4，629.63ド/レ

2，9ヲ9ド/レXO. 85733882=2，751.16ド、ノレ

2，000ドルXO. 79383224=1 ，587. 66ドソレ

1，300ド、ノレ XO. 73502985= 955.54ドノレ

複利法による毎期の減価償却費は期首と期米の現価く残存価額は不変〕の

差額であるO 第 1年度末の現価はつぎの計算によって得られるO

2，999ド、ノレXO. 92592593=2， 776. 85ドル

2，000ドノレXO. 85733882口1，714.68ドノレ

1，300ドノレXO. 79383224=1 ，031.98ドノレ

この 5，523.51ドノレを9，743.99ドルから控除した金額4.220.49ドル(8)

1年度の減価償却費となるO 同様の計算によって第z年度末の要償却額の

{箇』土2，966.39ドJレ(2，000ドノレx0 . 92592593十1，300ドノレx0.85733882) とな

り，これをさきの5，523.51ドルから控除した金額2，5ら7.12ドルが第2年度の

減価償却費となる。以下，第4年度までの減価償却費およびその累計額を示

すと第6表のごとくであるO

以上あきらかなように，生産性や収益が減退する場合には複利法は逓減法

となるのであるく19) と Patonはいうのである O

第 6 奇襲 (単位ドノレ〉

年 j正味簿価|減価償却費 i減価償却費I .LL. /1' ""  IIill I l累計

10，000.00 4，220.49 4，220.49 

2 5，779.51 2，557.12 6，777.61 

3 3，222.39 1. 762.69 8，540.30 

4 1，459.70 1，203.70 9，744.00 

※残存価額256ド、ル

以上，逓減法について

Paton は5法をあげている

のであるが，これらの減価

償却法は前述のごとく，工

場設備はふつう年とともに

生産性が低下すること，し

たがってまた減価償却費の

算出は逓滅的であるべきで

あるとする見解に立脚するものであって，近年これらの方法は締光を浴びて
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きており，とくに定率法，指数法および 200%定率法は，内閣歳入法およ

び関連規長官に明記されている範囲内で課税上の減値段却費計算法として認め

られることによって， その採用が大いに助長されることになった(20に とい

フO

注)(1) Essentials， p. 561. Advanced， p. 295. Asset， p. 283. Dixon， p. 440. 

かれは定率法'a:"diminishing-balance method (Essentials， Asset， Dixon)， red-

ucing-balance plan (Advanced) とよんでいる。

(2) 怠回entials，pp. 561~2. Advanced， pp. 295~6. Asset， p. 283. Dixon， pp. 

440~1. 

Patonによれば，残存i価額の仮定にもとづくこの方法は，それゆえに明らかに

恐意的であり，とくに船周年数の長い資産にたいしては計算上の困難なともなう

という理由から，アメリカではその採用は非常にかぎられている，という のは-

on， p. 441)。

(3) Essentials， p. 562. Dixon， p. 440. 

(4) A路 et，p. 284. 

(5) Essentials， p. 562. Advanced， p. 296. Asset， p. 284. 

(6) Asset， p. 284. 

(7) Advanced， p. 280. 

(8) Advanced， p. 296. 

(9) Dixon， p凪 43ヲ.

M) Essentials， Advanced， Assetには未だ「指数法Jの名称は用いられていない。
Dixonにおし、てはじめて“sum-ofthe digits" methodの用語が用いられるよう

になった。

制 Asset，p. 285. 

(J.lj) Asset， p. 286. Dixon， p. 441. 

4母 Dixon，p. 441. 
制 A田et，p. 286. Dixon， p. 441. 

(15) A田et，p. 286. 

a6) ihid.， pp. 286~7. 

a7) Essentials， p. 562. 

(1~ 原文では4，220.49ドルとなっているが，4，220.48ドノレの誤りであろう0

a9) Asset， pp. 284~5. 

聖母 Asses， p. 269. Dixon， p. 442. 
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N 逓増法

実務上，最も利用されることの少ない逓増法ωはながL、あいだ広く論議さ

れてきたしまた或る穫の資産については理論的な長所が認められる，とす

るのが Patonの見解である〈2〉0

かれによれば，従来提案されてきた利子法の諸手続のうち，主要なものは

年金法 (annuity method)， 減債基金法 (sinking-fundmethod)， 複利法

(compound-interest method) の3法であって，これらの方法にあっては，

し、ずれも減価償却費が逓増する点に特徴がみられ， しかもこの特撒は鮒用年

数のながし、資産においていちじるしい，とされる。たとえば， 100，000ドル

の取得価額の建物で，耐用年数50年，残存儲額ゼロ，利子率6%とすれば，第

1年度の減価償却費i主要償却額のおよそ弘%栢当たる344.43ドルにすぎない

のであるが，最終年度には嬰償却額のほぼ6%にちかし、 5，985.31ドノレとな

りー初年度の17倍余にも達するのであるω。減価償却費のこのいちじるしい

増加はi百十周年数の長さと利子率からみて驚くに当らないことであって，この

例は利子法の本質的特徴をよくあらわしている，と Patonはいう ω。

げ)複手IJ

国定資産にたし、する残存投資額と利益率との関連に着Bし，各期の残存投

資額はそれぞれ問ーの利益率を維持すべきであるとする見地からする最も典

な減価償却法は，収益ならびに減価償却費以外の費用がほぼ一定のとき

にみられる，と Patonはし、ぅ O 逓増法に属する減価償却法のうち，最もよ

く知られている複利法は定額法の欠陥，具体的には，毎期間一額を減価償却

として計上する定額法は当該回定資産にたいする残存投資額と利益率との

関連を無視しているという，この欠陥に対処すべく案出されたものであるω，

とLづ O この複利法においては，工場設備の本質的概念は見積り耐用年数間

において実現されるべき用役の束 (abundle of services)であるとされ，原

初原儲と各期米の残高は適切な科子率の適用によって決定される残存用役の

価値をドルで、あらわしたものと考えられているのである (6)。主主体的には闘定
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資産のコストは耐用年数間の期間利主主に利子率を適用して計算された当該利

益の現在価値であると考えられ，各期の減価償却費は期首と期末の現在f閉鎖

の差額であるO たとえば，コスト 736.01ドルの資産が10年間にわたり年額100

ドルの使用料で賃貸され(各期末に入金になる)， 10年後に当該資産の所有

権が賃貸者に移転するものとするO なお借り手は当該資産の保険料，維持

費，税金等，全経費を負担することになっていると仮定する。この場合，利

子率が6%であるとすれば，前記固定資産の取得価額736.01ドノレは， 10年間

にわたる年額 100ドルの所得を利子率6%で計算したその現在儲値であると

みなされるのであるから，初年度の減価償却費は，原初の現在価値736.01ド

ルと 1年後の現在価値 (9年間にわたる年額 100ドルの所得を 6%の利子率

で計算したその現在価値)680.17ドルとの差額であるということになる。し

たがってその金額はら5.84ドルで、あるO 第2年度以降についても同様の計算

がおこなわれるわけ』で、あって，毎期の減価償却費および収益率等は第7表の

ごとくであるO

第 7表

年 i期首簿価 j減価償却費 j霊協償却喜)収 益 i純利益 j利益率
1 736.01 55.84 55.84 100.00 44.1ド6ノレ 6 70 

2 680.17 59.19 115.03 100.00 40.81 6 

3 620.98 62.74 177.77 100.00 37.26 6 

4 558.24 66.51 244.28 100.00 33.49 6 

5 491. 73 70.49 314.77 100.00 29.51 6 

6 421.24 74.73 389.50 100.00 25.27 6 

7 346.51 79.21 468.71 100.00 20.79 6 

8 267.30 83.96 552.67 100.00 16.04 8 

9 183.34 89.00 641.67 100.00 11.00 6 

10 94.34 94.34 736.01 100.00 5.66 6 

かくて，複利法支持の主要な根拠は，耐用年数間において国定資産の米償

却残高にたいして同一水準の利益率をもたらす減価償却法としては同法が唯
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ーのものであるとする点にあるのであって，投資理論に立脚したものであ

る〈7〉，とし、う O

(ロ) 減債基金法

前記複利法は収益，費用について前述のごとき仮定をおこなわない場合に

も科用できるω，と Patonはいっているが，それは内容的にはふつう減償

基金法とよばれている減錨償却法であるω。

この方法によって算出される減価償却費は複利法の場合と同一である。す

なわち，初年度の減価償却費は，当該減錨償却費穏当額が毎期末に積立てら

れ，前記設例によればそれが年率6%の利患を稼得するものとした場合に

736.01ドルに達するであろう金額である，とされるO かくして算出される初

年度の減価償却費は 55.84ドルで、あるO 第 2年度の減価撹却費は当期首の蓄

積総額(利息分をふくむ〉にたいする6%の矛Ij患を，初年度の減価償却費55.

84ドルに合算して得られるのであって，第 3年度以降，同じ要領で計算され

る減倍償却費は第8表のとおりであるO

第 8表

i仮定された l利
積立金

1 55.84 

2 55.84 

3 55.84 

4 55.84 

5 55.84 

6 55.84 

7 55.84 

8 55.84 

9 55.84 

10 55.84 

(単位ドル〕

怠 i減価償却費 i翼倣償却喜
O 55.84 55.84 

3.35 59.19 115.03 

6.90 62.74 177.77 

10.67 66.51 244.28 

14.66 70.50 314.78 

18.89 74.73 389.51 

23.37 79.21 468.72 

28.12 83.96 552.68 

33.16 89.00 641.68 

38.50 94.34 736.02 

※第5年度以降については菅原が計算した。

付年金法

年金法は減償基金法によって算出された減価償却費に，各期首の正味残存
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簿価にたいする計算利子を合算する償却法であるO いま前記設例によって各

期の減価償却費(年金額〉を計算すると，第 1年度は，減債基金法によって

計算された55.84ド/レに，当該国定資産の原初価額736.01ドルにたいする6%

の利子相当額 44.16ドルを加算した金額である。第2年度の減価償却費(年

金額〉は59.19ドノレに，当年度の期首簿価 680.12ドル (736.01ドル 55.84ド

ノレ〕にたし、する 6%の利子穏当額 40.81ドルを加算した金額で、あるO 第 3年

度以降についても同様の計算がおこなわれるO かくて各年度の年金額;ヱ 100

ドノレで、均ーであり，実擦に負担する減価償却費は年金額から利子相当額を控

除した残額で、あるO 他方，年々の利子担当額は漸減するので，両者の差額た

る各期の実擦の減価償却讃は第9表のごとく漸増するわけであるく10〉0

第 9 表 (単位ド、ノし〉

年 年〔減価償金却費額)A i( 減ち価利償子却相饗当の額うB A - B 

100.00 44.16 55.84 

2 100.00 40.81 59.19 

3 100.00 37.26 62.74 

4 100.00 33.49 66.51 

5 100.00 29.50 70.50 

6 100.00 25.27 74.73 

7 100.00 20.79 79.21 

8 100.00 16.04 83.96 

9 100.00 11.00 89.00 

10 100.00 5.99 94.34 

※ 年金額100.00ドル=736.01ドノレx0.13574 この表は菅原が作成した。

以上，逓増法に窮する減価償却法について考察してきたが，この償却[去に

たいする P呂tonの反論はつぎの点にむけられているO すなわち，この減価

償却法は，年々当該国定資産の生産性が減退し維持費が増大する傾向にある

ときには，増大する償却費と増大する維 の結合を結果することになっ

て，当該間定資産の酎周年数の後期に不当な負担をかけることになり，

的見地からみて妥当ではない，という。さらにこの点は，企業の直面してい



減価償却法にたいするべ千ジトの見解菅.JJR 23 (297) 

る一般的危換性と不安定性とを考麗するとき，保守主義的思考を欠如するも

のであって，ますます説得力に欠けるo九またとくに年金法は各期首の正

味簿舘にたいする計算利子を減価償却費に加算すること，換言すれば，収益

にたいする賦課額のなかに当該画定資産のコストばかりでなく，純利益 (net

return)をもふくむ点において首肯できない手続である 02にとされる。さら

にまた，逓増法に属する務方法はその計算が煩雑であるということも，実務

上，問題である 03九とされる。

逓土器法としては前記諸方法のほかになお，盗意的な方法が考えられると

Patonはいう O たとえば，指数法の分母と分子をおきかえることによって減

傾償却費を逓増させることができるわけであるが，しかしながらこのような

償却法は理論上も実務上も注註されたことはない (4) といわれる。

要するに Patonによれば，耐用年数を異にする多種類の罰定資産をもっ

ている工業会社にあっては，利子を加味した償却法は計算が著しく煩雑であ

り，定額法による場合ほど合理的な結果を期待しえないことはあきらかであ

る(5) ということになる。

主主)(1) Patonは逓増法のうち，主要な減価償却法を interestmethods (Essentials. 

Advanced， Dixon)， compound interest method of apportionment (Introduction)， 

interest procedure (Asset) とよんでし、る。

(2) Dixon， p. 439. 

(3) Advanced， p. 283. 

(4) Essentials， pp. 558~9. Advanced， p. 283. 

(5) Introduction， p. 85. Dixon， p. 442. 

(6) Essentials， p. 558. Advanced， pp. 282~3. Asset， p. 272. Dixon， p. 443. 

(7) do. 

(8) Dixon， p. 444. 

(9) Advancedでは，減債積立金が設定された場合を減償基金法(減僚募金と結合

した複利法〉とよび，この積立のなL、減価償却法を単に複利法とよんでいる。つ

まり，減債積立金が混突に積立てられているか~かは，減価償却費の計算に関係

がないということである (Advanced，pp. 286~291) 。

締 Advanced，pp. 284~5. A田et，p. 277. 
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帥 Advanced，p. 283. Asset， p. 275. Dixon， p. 442. 

~ Advanced， pp. 284~5. Asset， p. 277. 

(13) A田et，p. 275. 

制 Dixon，p. 445~6. 

(15) Introd立ction，p. 85. 

V 生産高比例法

近年その採用が増加しつつあるといわれる生産高比例法ωは，減価償却費

を物的生産性もしくは生産高と関連させる償却法であって， varying-charge 

methods のうち，最も普通の，かつ，擁護しうる方法である∞， と Paton

i土L、う。

定額法や科子法はし、ずれも，生産性もしくは生産量の変動を考慮しない点

におそらく重大な欠陥があるのであって (3) 工場設備原価は期間によってよ

りも，むしろその実際の使用と達成された成果に比例して償却されるべきで

あるとするとする提案にはかなりの説得力があるω，と Patonはしづ。か

れによれば，工場設備原価は木賞的には当該間定資産に内包されている

の用役にたいする前払いであり，したがって毎期実際になされた用役量に比

例して耐用年数関に段却性資産の原価を配分しうるのである，と L、う O この

観点から，たとえばトラックは運転マイル数，飛行機の発動機は飛行時間に

よって償却されなければならないのであるO 同様に，工場の設備が 1沼1交

替から 3交替操業にかわったときには，減備償却費はこの操業度の上昇に比

例して増額されるべきであるω，と O この見解は Patonと Littletonとの

共著においても呉なるところはなく，状況の許すかぎり減価償却の最良の手

続は供与される用役の流れ，換言すれば生産活動あるい

賦することであろう (6にとのべている O

よって配

しかしながら工場設矯原価配分の唯一の基礎として生産性もしくは生産量

を一般的に採用することには重大な反論がある，と彼は主張するO すなわ

ち，特定の設備について，見積りiiu1周年数内に供与されうる用役の総量を合
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理的かつ確実に推定することは国難であること，また構築物や多くの設簡の

減耗は必ずしも使用強度に比例ぜず，ある程度は実際の使用よりも時間によ

って影響をうけること，さらにまた陳腐化や，その地の関連要習の影響が不

景気の年度に阻止されるとL、う証拠はないこと，つまり棟腐化等の要簡の影

響が生産量の変動と合致しないこと等であるO これらの点に注目するとき，

生産高比例法は一見したよりも， より受けいれがたいものであると Paton

は主張するのであるmoまた彼によれば，生産高比例法は利子要問を無視し

ているので毎期報告される利益と正味簿価とのあいだの特殊な関係を結果す

る，と L、う C おそらくこの方法は工場設備原価を，事情の変化にしたがって

変動する用役の，適当な利子率による現舗であるとみなすことによってすっ

きりするであろうが， しかしそうはし、つでも予め耐用年数中の活動計画の合

理的基礎を見出すことのむずかしさが，そのさいの主要な実務的難点であ

るω，とされる。

この方法の支持者は原価会計士に多く，被:等のように短期間における特定

の工程，部門，もしくは製品の原儲測定に関心をもっている人たちにとって

は，期間あたりの減価償却費総額の計算のさいに全体としての工場設備の使

用度の変化を無視することは，その償却費総額の配分の過程で特定部門また

は伎の原儲センターにたいしてなされた設傍用役の変化を認識しないことと

時様に不合理であるとみえるかもしれなし、。しかし原価会計士は，企業活動

が理想的条件のもとでおこなわれることはほとんどないこと，また減価は非

稼働の設備についても一般的営業費として発生しつづけるかもしれない〔か

かる減儒を特定の原価分類にわりあてることは容易でないとしても〉ことを

銘記すべきであるO 原価会計士はまた，企業活動が格別に低調で，多くの設

備がまったく遊休状態にあるか，あるいは部分的にしか稼働していない場合

には側面償却費は丸損として発生しつづけるかもしれないことを銘記すべ

きであるO 換言すれば，激しい不況期に発生する減価償却費の全額を必ずし

も当期の生産原簡とみる必要はないのであるω，と L、う O

以上によってあきらかなように Patonによれば生産高比例法の一般的
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採用が認めがたいことになるわけであるが，しかし，この償却法によって算

出された減錨撹却費年額を月次もしくは半期報告書に計上する場合には，そ

の合理的手段として限られてはいるが重要な効用をもっている(10に とされ

るのであるO

なお Patonによれば，定額法と生産高比例法との結合がしばしばおこな

われてきたとしづ。たとえば，資産価額10，000ドノレ，残存価額ゼ戸，耐用年

数 5年，総生産量 100，000単位と仮定すれば，この結合法では定額法による減

価償却費の半分，すなわち 1，000ドルを毎年，物的活動に関係なく計上し

開時にまた要償却額の半分，すなわち 5，000ド/レに，見積り総用役量にたい

する当該年度の用役量の割合を乗じた金額を計上するのである。したがっ

て，第 1年度の用役量を18，000単位とすれば， 1償却費は1，900ドル(1，000ド
18，000 " 1 "'-_"' (11) /レ十 5，000ドノレ×一一一一一〉となる(11)。
100，000 

注

(1ω1υ) Patonは生産高比{例到列t法を p戸ro吋duぽct討10叩nm冗制e抗thodゐs(ぽ芭sse町nti吟凶al同s司)， production 0ぽr0∞II 
put method (σIr以l此troduω1児ct註lOI刈1功)， production and revenue methods (Advanced， Asseti， 

varing-charge methods (Dixon)とよんでいる。

ωDixon， p. 435. 

(訪逓減法にたいする支持として p 年々，有用性が減退する可能性があることが強

調されているが，しかし逓減法は釦玄滋動の強度や生産量まに応じて箆接的に変動

する減価償却費の計上を考慮してはいないのであって，これが同法の主婆な難点

である (Asset，p.287)。

(4) Essentials， p. 559. Advanced， p. 291. 

(5) Essentials， p. 559. Advanced， pp. 291 ~2. Asset， p. 287. Introduction， p 

84. Dixon， p. 437. 

工場設備資産の活動性は，なされた特定の用役，作業時間，最終生産物愛，絞

売高などによって測定されうるが，これらのうち当該企業に最も適したものでな

ければならなし、。工場設備にとっては操業数と操業時間数がふつう，生産量ある

いは生産高よりも，より適切である(とくに一定期間内の生産の見積りや完成品

の特定設備への関連づけがむずかしい場合に然り〕。

鉱山， !1r林業等の業種では，物的生産総震の見積りが可能なので，生産量によ

って減価償却費が計算される。特定の注文または作業にもとづいて使用される特

殊な設備の減価償却費は作業の進行にしたがって計上されなければならない。こ
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の“jobmethod"はとくに造船，道路その伎の建設業等において適用しうる

(Essentials， p. 561. Advanced， p. 293. Asset， pp. 288~針。

鉱山，山林業等では，物的生産量を予め見積りうる場合が少なくないので，耐

用年数の最大限は，その物的生産性や潜在的寿命にかかわりなく，利沼可能な自

然資源を使いつくすのに必要な時間であるのixon，p 438)。

(6) Introduction， p. 84. 

(7) Essentials， p. 560. Advanced， p. 292. A田et，p. 287. Introduction， p. 85. 

生産高比例法は必ずしも陳腐化要因を無視するものではない。たとえば，当該

国定資産から得られる用役主主の推定にさいして，その推定は技術的発展の速度お

よび関連事情によって強く影響されるからである (Dixon，p. 438)。

(8) Advanced， p. 292. 

(9) Advanced， p. 292. A田et，p. 288. 

Ml Essentials， p 561. Advanced， p. 294. 
(ll) Dixon， pp. 438~9. 

vr 減価償却におけ~窓意性

Patonは毎期の減錨償却費が企業の洛意、性によって故意、にゆがめられて

はならないことを強調しているO

生産をおこなう場合，企業は原材料や労働とおなじように工場設備を必要

とするのであって，工場コストは最も流動的な原価と異なるところがないの

であるO つまり，減儲i償却費は他の営業費と基本的に異なるところがなL、ω

にもかかわらず¥実務家たちのあいだには，弾力的な減価償却政策一一収益

の多い年度に多額の償却費，不景気の年震に最低額の償却費の計上を認める

政策一一ーにたいする広い支持がみられるくわ。このような，豊年をして同年を

償わしめるべく，期間償却費は利益と関連づけられなければならないとする

見解は，受けいれがたいというのが Patonの強い主張である印。

このような減価償却政策は生産高比例法に類似するものとして擁護されて

いるのであるが，一般には重大な反論があるO すなわち，利益の大小に応じ

て減価償却費を増減することは，報告される利益を経営者の怒意によって修

正することをいみするものである。特定問定資産の減価償却費が営業活動の

変化あるいは当該資産の使用度によって影響されうるとしても，このことか
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ら減価償却費が総収益あるいは純利益によって左右されてよいということに

はならないのである∞。純利益は経営者が報告したいと考える額なのか，そ

れとも客観的条件の結果であるのかという問題には本質的に歯難な問題が内

但されていることは認、めるけれども，企業の純利益は計算方法によって左右

されてはならないのであるO その真実の額は営業活動と現存の経済事構によ

って決定されるのであり，会計計算は計算の有無にかかわりなく現存する客

観的真実をとらえようとする試みでなければならないはずである。数字の操

作によっては利益をつくりだすことも，損失を減らすこともできないのであ

るO また利益概念や会計上の発注主義の見地からも，計算される純利益が毎

期一定であるべきであるということにはならないはずであるO 要するに，平

均化された利益を報告するために会計を人為的に修正すべきではないのであ

る(5)。広くおこなわれているような利益平準化の尽的で減価償却費やその他

のコストを操作することなく，実際の processes と conditions とをできる

だけ明瞭かつ，正確に報告することが会計の職能であるO したがって，経営

者にとっては純科益の減少を報告することは気の進まないことであり，

損失を認めることはさらに一層いやなことであるかもしれないが，しかしな

がら費用の過小計上によるおめかし (betterappearance) は許されないので

あるω，と O

注)(1) Introduction. p. 88. 

(2) Advanced， p. 294. Asse:， p. 290. 

(3) Introduction， p， 85. 

(4) Advanced， p. 294. 

(5) Introduction， p. 86. 

(紛 Advancεd，p. 294. 

VII Paton説の検討

以上，有形国定資産の減価償却法にたいする Paton の見解を考察してき

たのであるが，そこに明らかなごとく，彼は，工場設備等の原舗は期間によ
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ってよりも，むしろその実際の使用と達成された成果に比例して償却される

べきであり，したがってこの生産活動にもとづく原儲配分法としての生産高

比例法を最良の減価償却法として容認しているO ただしかしこの方法の基

礎となる，当該固定設備が供与しうる耐用年数間の用役総量の合理的推定が

閤難であること等の理由から，この方法の一般的採用には大きな昔話約が伴ーな

うために，それに代るものとして，しかし「生産活動にもとづく原輝配分法

のー形式Jとして定額法が一般に容認しうる，また好ましい減価償却法であ

る，と主張するのであるO

しかし私見によれば，定額法が生産活動にもとづく震価記分法のー形式で

あるとする彼の主張の論拠は必ずしも明らかではなく，それ故にまた定額法

を容認すべき積極的論拠が明確で、あるとは決していえないのであるO

また利子率を加味した減価償却法としての減債基金法や年金法は，閤定設

備への投資残高にたいする利益率の関係からみて，或る種の資産については

その理論的長所が認められるとしながらも，他方では，これらの逓増償却法

においては保守主義的考患が欠如していることをその難点としてあげてい

るO それでは逓減法としての定率法はどうかというと，そこにみられる保守

主義的配慮はその高度の洛意性のゆえにとりえないとする。本来，

j主非論理的なものであるとすれば，ここにみられる論習の不一貫性にもまた

重大な難点が伺われるといってよいであろう O

さらにまた前一述のごとく，生産活動にもとづく原価配分法をもって擁護し

うる最良の合計手続であると主張する Patonが，たとえ特殊のケースにつ

いてではあっても，回定設備への投資残高にたいする利益率の平準化を指向

する減儲償却手続に理論的長所を認めようとするのは，いかなる根拠による

ものであるのか，この点もまたよく理解しえないところであるO

以上の諸点から知られるように Paton の減価償却観はかなり不安定で

あり，全体として論理的によく整捕されていないようにおもわれるのであっ

て，これが Paton説批判の第1点であるO

つぎに Patonは，減価償却法のうち，その諜用については論理的にみて
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いずれか最も正しい方法もしくはそれに近い方法ただ一つに限定し，それに

ついての継続的適用〈当然のことであるが)を主張しようと試みるものでは

ない。彼もまたその採用については任意選択制を認め，その継続的適用によ

って企業会計の真実性は保障されうるとする見解をとるもののようである

が，私見によれば減価償却法の任意、選択制と継続的適用との結合の主張は，

その形式論理にとらわれて減価償却法の現実的機能口効果の検討を度外視す

るものであって科学的で、はないと考えるO

これにたいする賛否はともあれ，任意選択1Ii1Jの根拠，つまり具体的にはこ

れと継続的適用との結合の宴実性にたし、する関連が実質的に展開されるべき

であって，これが Paton説批判の第2点であるO

最後に，彼は減価償却法との関連において，減価償却費の恐意、的計上は会

計計算上容認しえないことであると強調するのであるが，そしてそれはまさ

にその通りであるけれども，その際，彼にあっては純利益の過小計上を意、国

した減価償却会計の洛意性にたいする配意はほとんどなく，したがって独占

企業における減価償却会計=損益計算の実態とその国民経済的影響について

は全くふれるところがない。 r経営者にとっては純利益の減少を報告するこ

とは気の進まぬことであり，営業損失を認めることはさらに一濃いやなこと

であるかもしれないが， しかしながら費用(減価撞却費一菅原〉の過小計上

による betterappearanceは許されなLづという Patonの主張は，減価償

却会計の実態，その現実的機能にたいする認識がきわめて不十分であること

を如実に物語っているといって差支えないであろう O 現実のより重大な問題

はむしろ減価償却費の過大計上による worseappearanceにあることを強調

しなければならないはずであるO これが Paton説批判の第3点である。

総じて彼の減価償却観には重大な制約があるといわなければならないであ

ろう O


